
道路用材

橋梁、建築において、橋桁とコンクリート床板とを一体化するための
シアコネクタとして使用されます。

材　質
スタッド材は、スタッド溶接用の専用材料であり、化学成分を調整
し、優れた溶接性を確保します。
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1.橋梁用スタッドジベル
2.エキスパンション用異形
スタッド
3.型枠締付用プロジェクシ
ョンナット
4.建築用スタッドジベル
5.デッキプレート貫通用ス
タッドジベル
6.その他いろいろな形状の
スタッド溶接ができます。
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適用区間
車両用防護柵は、道路の区分、設計速度および設置する区間に応じて、
原則として以下に示す種別を適用するものとする。

下り勾配で走行速度が高くなりやすい区間、線形条件が厳しく衝突角度が大きく
なりやすい区間など衝撃度が高くなるおそれのある区間においては、上表よりも
強い防護柵を適用することができるものとされている。

区間区分と種別の適用
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・右記以外の区間

A、Am

B、Bm、Bp

C、Cm、Cp

・右記以外の区間

重大な被害が発生する
おそれのある区間

新幹線などと交差または
接近する区間

・二次被害が発生すれば重大な 
ものとなるおそれのある区間

・二次被害が発生すれば極めて重大
なものとなるおそれのある区間

・逸脱すれば当事者が過度の傷
害を受けるおそれのある区間

・運行頻度が高くかつ多数の乗
客の利用が見込まれる大都市
近郊鉄道や地方幹線鉄道との
交差・近接区間

・新幹線との交差・近接区間

・ガスタンクなどの危険物貯
蔵施設に近接する区間など

・走行速度が高くかつ交通量の多い
高速自動車国道や自動車専用道
路などとの交差・近接区間
・走行速度が特に高くかつ交通量の
多い分離帯設置区間
・その他これに類する重大な二次被
害の発生するおそれのある区間

・路外に大きな落差があるなど乗員の
安全性からみて極めて危険な区間

－

注）設計速度40km/h以下の道路では、C、Cm、Cpを使用することができる。

種　　　　類

断面図（略図）

板　厚　　　（mm）
　幅　　　　（mm）
コルゲーション（mm）

３山ビーム
２山ビーム

C種ビーム B種ビーム A種ビーム

一般区間

・右記以外の区間

・右記以外の区間

2山ビーム型

3山ビーム型

橋梁関連製品

頭付きスタッドの種類（JIS B 1198-2011対応）
呼　び　名 φ13 φ16 φ19 φ22 φ25

軸 径 φｄmm 13 16 19 22 25
頭 部 径 φＤmm 25 29 32 35 41
頭 部 厚 さ Ｔmm 8 8 10 10 12
首 下 の 丸 み ｒmm 1.5 2.5 2.5 3.0 3.0
参 考 長 さ Ｌmm 80・100・120 80・100・130・150 120・150・170
単 位 質 量 ɡ 225（L=200mm）275（L=150mm）378（L=150mm）502（L=150mm）670（L=150mm）
製造範囲長さ Ｌmm 50～ 200 50 ～ 250
対応フェルール 下向き A-13 A-16 A-19 A-22 A-25
1）頭付きスタッド長さは10mm単位で製造可能となります。
2）頭付きスタッドの施工時には、溶接補助材のフェルールが必要となります。
3）�頭付きスタッド以外のねじ付きスタッド及び異形スタッドなどもございますので
別途ご相談願います。

機械的性質
降伏点又は0.2%耐力 引張強さ 伸び 試験片N/mm2 N/mm2 ％
235以上 400～550 20以上 14A号

化学成分
化学成分（%）

C Si Mn P S Al
0.2以下 0.10以下 0.30～0.90 0.04以下 0.04以下 0.02以上

スタッドジベル　　岡部（株）

ご注意とお願い
本資料に記載された技術情報は、製品の代表的な特性や性能を説明するものであり、「規格」の規定事項として明記したもの以外は、保証を意味するものではありません。本資
料に記載されている情報の誤った使用または不適切な使用等によって生じた損害につきましては責任を負いかねますので、ご了承ください。また、これらの情報は、今後予告
なしに変更される場合がありますので、最新の情報については、担当部署にお問い合せください。本資料に記載された内容の無断転載や複写はご遠慮ください。本資料に記載
された製品または役務の名称は、当社および当社の関連会社の商標または登録商標、あるいは、当社および当社の関連会社が使用を許諾された第三者の商標または登録商標です。
その他の製品または役務の名称は、それぞれ保有者の商標または登録商標です。
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